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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像装置の振動状態を検出する第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重
力方向に垂直な方向を基準とした角度である第１角度を算出する第１角度算出手段と、
　前記加速度または前記撮像装置の振動状態を検出する第２の検出手段により検出された
角速度の少なくとも一つに基づいて前記振動状態を解析する解析手段と、
　前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出する第２角度算出手段と
、
　前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の傾き補
正を行う補正手段と、を有する撮像装置の制御装置であって、
　前記第２角度算出手段は、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて、前記角速
度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出することを特徴とする
撮像装置の制御装置。
【請求項２】
　前記第２角度算出手段は、前記解析手段にて解析された振動状態に応じて前記角速度と
前記第１角度との相対的な重みを変更して、前記第２角度を算出することを特徴とする請
求項１に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項３】
　前記第１角度算出手段は、前記第１角度として、第１あおり角度を算出し、
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　前記第２角度算出手段は、前記第１あおり角度である第１角度に基づいて、前記第２角
度としての第２あおり角度を算出することを特徴とする請求項１又は２に記載の撮像装置
の制御装置。
【請求項４】
　前記第１角度算出手段は、前記第１角度として、第１水平角度を算出し、
　前記第２角度算出手段は、前記第１水平角度である第１角度に基づいて、前記第２角度
としての第２水平角度を算出することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載
の撮像装置の制御装置。
【請求項５】
　前記第２角度算出手段は、カルマンゲインを変更可能なカルマンフィルタを用いて、前
記第２角度を算出することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の撮像装置
の制御装置。
【請求項６】
　前記補正手段は、前記第２角度に基づいて画像の傾き補正量を設定する設定手段を有す
ることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか１項に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項７】
　前記補正手段は、前記傾き補正量に基づいて画像切り出しを行うことにより前記傾き補
正を行う画像処理手段を有することを特徴とする請求項６に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項８】
　前記補正手段は、前記第２角度に基づいて撮像素子、レンズ、または、該レンズと該撮
像素子とが一体化した筐体の少なくとも一つを駆動する駆動手段を有することを特徴とす
る請求項１乃至５のいずれか１項に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項９】
　前記第２の検出手段により検出された前記角速度から低周波成分を除去して第３角度を
算出する第３角度算出手段と、
　前記第２角度および前記第３角度に基づいて補正角度を算出する補正角度算出手段と、
を更に有し、
　前記補正手段は、前記補正角度に基づいて前記傾き補正を行うことを特徴とする請求項
１乃至８のいずれか１項に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項１０】
　前記補正角度算出手段は、
　前記第２角度から前記第３角度を減算した信号に基づいてゲインを変更するゲイン変更
手段を有し、
　前記第２角度、前記第３角度、および、前記ゲインに基づいて、前記補正角度を算出す
ることを特徴とする請求項９に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項１１】
　前記補正角度算出手段は、
　前記第２角度に基づいてゲインを変更するゲイン変更手段を有し、
　前記第２角度、前記第３角度、および、前記ゲインに基づいて、前記補正角度を算出す
ることを特徴とする請求項９に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項１２】
　前記ゲイン変更手段は、更に前記第１角度に基づいて前記ゲインを変更することを特徴
とする請求項１０または１１に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項１３】
　前記第３角度算出手段は、前記第２角度に基づいて前記第３角度の範囲を制限する制限
手段を有することを特徴とする請求項９乃至１２のいずれか１項に記載の撮像装置の制御
装置。
【請求項１４】
　前記補正角度に基づいて画像の傾き補正量を設定する設定手段を更に有することを特徴
とする請求項９乃至１３のいずれか１項に記載の撮像装置の制御装置。



(3) JP 6362556 B2 2018.7.25

10

20

30

40

50

【請求項１５】
　前記第２の検出手段により検出された前記角速度から低周波成分を除去して第３角度を
算出する第３角度算出手段と、
　前記第２角度および前記第３角度に基づいて補正角度を算出する補正角度算出手段と、
を更に有し、
　前記補正手段は、前記補正角度に基づいて前記傾き補正を行い、
　前記補正角度算出手段は、
　前記第２角度としての前記第２あおり角度に基づいてゲインを変更するゲイン変更手段
を有し、
　前記第２あおり角度、前記第３角度、および、前記ゲインに基づいて、前記補正角度と
しての水平補正角度を算出することを特徴とする請求項３に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項１６】
　前記第２の検出手段により検出された前記角速度から低周波成分を除去して第３角度を
算出する第３角度算出手段と、
　前記第２角度および前記第３角度に基づいて補正角度を算出する補正角度算出手段と、
を更に有し、
　前記補正手段は、前記補正角度に基づいて前記傾き補正を行い、
　前記補正角度算出手段は、
　前記第２角度としての前記第２水平角度に基づいてゲインを変更するゲイン変更手段を
有し、
　前記第２水平角度、前記第３角度、および、前記ゲインに基づいて、前記補正角度とし
てのあおり補正角度を算出することを特徴とする請求項４に記載の撮像装置の制御装置。
【請求項１７】
　請求項１乃至１６のいずれか一項に記載の撮像装置の制御装置と、
　光学系を介して形成された光学像を光電変換して像信号を出力する撮像手段と、
　前記加速度を検出する第１の検出手段と、
　前記角速度を検出する第２の検出手段と、
を有することを特徴とする撮像装置。
【請求項１８】
　撮像装置の振動状態を検出する第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重
力方向に垂直な方向を基準とした角度である第１角度を算出するステップと、
　前記加速度または前記撮像装置の振動状態を検出する第２の検出手段により検出された
角速度の少なくとも一つに基づいて振動状態を解析するステップと、
　前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出するステップと、
　前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の傾き補
正を行うステップと、を有する撮像装置の制御方法であって、
　前記第２角度を算出するステップでは、前記解析手段にて解析された振動状態に基づい
て、前記角速度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出すること
を特徴とする撮像装置の制御方法。
【請求項１９】
　撮像装置の振動状態を検出する第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重
力方向に垂直な方向を基準とした角度である第１角度を算出するステップと、
　前記加速度または前記撮像装置の振動状態を検出する第２の検出手段により検出された
角速度の少なくとも一つに基づいて振動状態を解析するステップと、
　前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出するステップと、
　前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の傾き補
正を行うステップと、を有する撮像装置の制御方法をコンピュータに実行させるように構
成されおり、
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　前記第２角度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、前記角速度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出することを
特徴とする撮像装置の制御プログラム。
【請求項２０】
　撮像装置の振動状態を検出する第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重
力方向に垂直な方向を基準とした角度である第１角度を算出する第１角度算出手段と、
　前記加速度または、前記撮像装置の振動状態を検出する第２の検出手段により検出され
た角速度の少なくとも一つに基づいて振動状態を解析する解析手段と、
　前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出する第２角度算出手段と
、
　前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の傾き補
正を行う補正手段と、を有する撮像装置の制御装置であって、
　前記第２角度算出手段は、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて、前記角速
度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出し、且つ、
　前記第２角度算出手段は、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が所定量以上で
ある場合、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所定量よりも小さい場合に
比べて、前記角速度の重みを大きくし、且つ、
　前記第２の角速度算出手段は、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所定
量以上である場合、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所定量よりも小さ
い場合に比べて、前記第１角度の重みを小さくすることを特徴とする撮像装置の制御装置
。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の撮像装置の制御装置と、
　光学系を介して形成された光学像を光電変換して像信号を出力する撮像手段と、
　前記加速度を検出する第１の検出手段と、
　前記角速度を検出する第２の検出手段と、
を有することを特徴とする撮像装置。
【請求項２２】
　撮像装置の振動状態を検出する第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重
力方向に垂直な方向を基準とした角度である第１角度を算出するステップと、
　前記加速度または、前記撮像装置の振動状態を検出する第２の検出手段により検出され
た角速度の少なくとも一つに基づいて前記振動状態を解析するステップと、
　前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出するステップと、
　前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の傾き補
正を行うステップと、を有する撮像装置の制御方法であって、
　前記第２角度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、前記角速度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出し、且つ、
　前記第２角速度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が
所定量以上であることを示す場合、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所
定量よりも小さい場合に比べて、前記角速度の重みを大きくし、且つ、
　前記第２角速度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が
前記所定量以上である場合、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所定量よ
りも小さい場合に比べて、前記第１角度の重みを小さくすることを特徴とする撮像装置の
制御方法。
【請求項２３】
　撮像装置の振動状態を検出する第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重
力方向に垂直な方向を基準とした角度である第１角度を算出するステップと、
　前記加速度または、前記撮像装置の振動状態を検出する第２の検出手段により検出され
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た角速度の少なくとも一つに基づいて前記振動状態を解析するステップと、
　前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出するステップと、
　前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の傾き補
正を行うステップと、を有する撮像装置の制御方法をコンピュータに実行させるように構
成されており、
　前記第２角度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて
、前記角速度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出し、且つ、
　前記第２角速度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が
所定量以上である場合、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所定量よりも
小さい場合に比べて、前記角速度の重みを大きくし、且つ、
　前記第２角速度を算出するステップは、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が
前記所定量以上である場合、前記解析手段にて解析された振動状態の振動が前記所定量よ
りも小さい場合に比べて、前記第１角度の重みを小さくすることを特徴とする撮像装置の
制御プログラム。
【請求項２４】
　請求項１９または２３に記載の撮像装置の制御プログラムを記憶していることを特徴と
する記憶媒体。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高精度な傾き補正が可能な撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、加速度計などを用いて撮像装置の傾斜角度を高精度に検出し、撮像装置の傾
きを自動的に補正することにより、撮影に不慣れなユーザでも撮像装置の重力方向と垂直
な水平画像を簡単に撮影可能な撮像装置が提案されている。特許文献１には、撮像装置の
傾きを検出して傾き補正を行うことにより、撮像素子の重力方向と垂直な水平面に対する
光軸周りの傾きを補正する撮像装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平７－９５４６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１のように傾き補正を行う傾き補正装置では、手振れが小さく加速度計からの
出力信号において重力加速度の影響が支配的である場合、高精度な傾き補正が可能である
。しかし、手振れが大きい場合、振れにより生じる加速度が重力加速度に加算されて加速
度計から出力される。このため、振れによる加速度が重力加速度に加算された状態で加速
度計の出力信号を用いて傾き補正を行うと、補正すべき傾きとは異なる傾きに補正が実行
され、ユーザが意図しない画像が得られることになる。
【０００５】
　そこで本発明は、振動が大きい場合でも高精度に傾き補正が可能な制御装置、撮像装置
、制御方法、プログラム、および、記憶媒体を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一側面としての撮像装置の制御装置は、撮像装置の振動状態を検出する第１の
検出手段により検出された加速度に基づいて、重力方向に垂直な方向を基準とした角度で
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ある第１角度を算出する第１角度算出手段と、前記加速度または前記撮像装置の振動状態
を検出する第２の検出手段により検出された角速度の少なくとも一つに基づいて前記振動
状態を解析する解析手段と、前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析
された振動状態に基づいて、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算
出する第２角度算出手段と、前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正
またはあおり成分の傾き補正を行う補正手段とを有する撮像装置の制御装置であって、前
記第２角度算出手段は、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて、前記角速度で
補正される前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出する。
【０００７】
　本発明の他の側面としての撮像装置は、前記撮像装置の制御装置と、光学系を介して形
成された光学像を光電変換して像信号を出力する撮像手段と、前記加速度を検出する第１
の検出手段と、前記角速度を検出する第２の検出手段と、を有する。
【０００８】
　本発明の他の側面としての撮像装置の制御方法は、撮像装置の振動状態を検出する第１
の検出手段により検出された加速度に基づいて、重力方向に垂直な方向を基準とした角度
である第１角度を算出するステップと、前記加速度または前記撮像装置の振動状態を検出
する第２の検出手段により検出された角速度の少なくとも一つに基づいて振動状態を解析
するステップと、前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析された振動
状態に基づいて、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出するステ
ップと、前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり成分の
傾き補正を行うステップとを有する撮像装置の制御方法であって、前記第２角度を算出す
るステップでは、前記解析手段にて解析された振動状態に基づいて、前記角速度で補正さ
れる前記第１角度の重みを可変して前記第２角度を算出する。
【０００９】
　本発明の他の側面としての撮像装置の制御プログラムは、撮像装置の振動状態を検出す
る第１の検出手段により検出された加速度に基づいて、重力方向に垂直な方向を基準とし
た角度である第１角度を算出するステップと、前記加速度または前記撮像装置の振動状態
を検出する第２の検出手段により検出された角速度の少なくとも一つに基づいて振動状態
を解析するステップと、前記角速度、前記第１角度、および、前記解析手段にて解析され
た振動状態に基づいて、重力方向に垂直な方向を基準とした角度である第２角度を算出す
るステップと、前記第２角度に基づいて前記撮像装置の水平成分の傾き補正またはあおり
成分の傾き補正を行うステップと、を有する撮像装置の制御方法をコンピュータに実行さ
せるように構成されおり、前記第２角度を算出するステップは、前記解析手段にて解析さ
れた振動状態に基づいて、前記角速度で補正される前記第１角度の重みを可変して前記第
２角度を算出する。
【００１０】
　本発明の他の側面としての記憶媒体は、前記プログラムを記憶している。
【００１１】
　本発明の他の目的及び特徴は、以下の実施例において説明される。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、振動が大きい場合でも高精度に傾き補正が可能な制御装置、撮像装置
、制御方法、プログラム、および、記憶媒体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】各実施例における撮像装置の振れ方向の説明図である。
【図２】実施例１における撮像装置のブロック図である。
【図３】実施例１における画像切り出し処理の説明図である。
【図４】実施例１における撮像装置の角度波形の説明図である。
【図５】実施例１における制御部（傾き補正装置）のブロック図である。



(7) JP 6362556 B2 2018.7.25

10

20

30

40

50

【図６】実施例１における撮像装置による傾き補正処理を示すフローチャートである。
【図７】実施例１における撮像装置のブロック図である。
【図８】実施例２における撮像装置のブロック図である。
【図９】実施例２における撮像装置の角度波形の説明図である。
【図１０】実施例２における撮像装置の角度波形の説明図である。
【図１１】実施例２における撮像装置の可動範囲制限制御の説明図である。
【図１２】実施例２における撮像装置の角速度波形の説明図である。
【図１３】実施例２における撮像装置の角度波形の説明図である。
【図１４】実施例２における撮像装置のブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施例について、図面を参照しながら詳細に説明する。
【実施例１】
【００１５】
　まず、本発明の実施例１における撮像装置１０１（カメラ）の振れ方向について説明す
る。図１は、撮像装置１０１の振れ方向の説明図である。本実施例の撮像装置１０１（傾
き補正装置）は、傾き補正機能を有し、光軸１０２に対して、矢印１０３ｐ、１０３ｙ、
１０３ｒとしてそれぞれ示されるピッチ方向（ピッチ角度）、ヨー方向（ヨー角度）、ロ
ール方向（ロール角度）の補正が可能である。撮像装置１０１には、角速度検出手段（角
速度計２１４）および加速度検出手段（加速度計２１３）が搭載されている。角速度計２
１４は、矢印１０３ｐ、１０３ｙ、１０３ｒ（ピッチ軸回り、ヨー軸回り、ロール軸回り
）のそれぞれの角速度を検出する。加速度計２１３は、矢印１０４ｘ、１０４ｙ、１０４
ｚとしてそれぞれ示されるｘ軸、ｙ軸、ｚ軸方向の加速度を検出する。
【００１６】
　次に、図２を参照して、撮像装置１０１の構成について説明する。図２は、撮像装置１
０１のブロック図である。図２において、ズームユニット２０１は、変倍を行うズームレ
ンズ、および、ズーム位置を検出するズーム位置検出手段を含む。絞り・シャッタユニッ
ト２０２は、絞り・シャッタを駆動する。フォーカスユニット２０３は、ピント調整を行
うレンズを含む。ズームユニット２０１、絞り・シャッタユニット２０２、および、フォ
ーカスユニット２０３は、光学系（撮影光学系）を構成する。撮像部２０４（撮像手段）
は、ＣＣＤやＣＭＯＳなどの撮像素子を備え、光学系を構成する各レンズ群を通して入射
する光を受け、その光量に応じた電荷の情報をアナログ画像データとして信号処理部２０
５に出力する。すなわち撮像部２０４は、光学系を介して形成された光学像（被写体像）
を光電変換して像信号（画像データ）を出力する。
【００１７】
　信号処理部２０５は、撮像部２０４から出力された電気信号（アナログ画像データ）を
デジタル画像データに変換する。画像処理部２０６（画像処理手段）は、信号処理部２０
５から出力されたデジタル画像データに対して、歪曲補正、ホワイトバランス調整、色補
間処理など、用途に応じた加工を行う。
【００１８】
　表示部２０９は、例えば小型の液晶表示装置（ＬＣＤ）であり、画像処理部２０６から
出力されたデジタル画像データを表示する。フォーマット変換部２０７は、画像処理部２
０６から出力されたデジタル画像データを、ＪＰＥＧ形式などの記録用フォーマットに変
換し、画像記録部２０８に出力する。画像記録部２０８は、フォーマット変換部２０７に
より変換されたデジタル画像データを、不揮発性メモリなどの記録媒体に記録する。
【００１９】
　加速度計２１３（３軸加速計）は、図１中の矢印１０４ｘ、１０４ｙ１０４ｚとして示
されるｘ軸、ｙ軸、ｚ軸のそれぞれの加速度を検出して出力する。角速度計２１４（３軸
角速度計）は、図１中の矢印１０３ｐ、１０３ｙ、１０３ｒとして示されるピッチ軸回り
、ヨー軸回り、ロール軸回りのそれぞれの角速度を検出して出力する。電源部２１０は、
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用途に応じて、撮像装置１０１の各部に電源を供給する。外部入出力端子部２１１は、外
部装置との間で通信信号や映像信号（画像データ）を入出力する。操作部２１２は、撮像
装置１０１を操作するための部位である。制御部２１５（制御装置）は、撮像装置１０１
のシステム全体を制御する。制御部２１５は、角度算出部２１６（第１角度算出手段）、
水平角度算出部２１７（第２角度算出手段）、あおり角度算出部２１８（第２角度算出手
段）、および、画像切り出し設定部２１９（設定手段）を有する。
【００２０】
　次に、図３を参照して、フレームごとに補正量に合わせて画像の一部を切り出して補正
を行う電子式像振れ補正制御について説明する。図３は、本実施例における画像切り出し
処理の説明図であり、制御部２１５（画像切り出し設定部２１９）および画像処理部２０
６による電子式像振れ補正制御で補正された画像を示している。本実施例において、画像
切り出し設定部２１９は、撮像装置１０１のロール方向における角度算出結果に基づいて
、切り出し後画像が重力方向に対して垂直な水平方向を保つように回転補正を行うための
補正量（傾き補正量）を算出する。
【００２１】
　図３において、３０１は、画像処理部２０６に入力される撮影画像である。３０２は、
傾き補正量に基づいて回転処理を行って得られた回転画像である。３０３は、電子式像振
れ補正により、回転画像３０２に基づいて撮影画像３０１と同じアスペクトの内接部分を
切り出して得られた出力画像である。制御部２１５は、このような出力画像３０３の切り
出し処理を動画のフレームごとに行うことにより、電子像振れ補正による水平方向の傾き
補正を行うことができる。また制御部２１５は、あおり方向の回転補正を行う際に、あお
り角度算出結果とズーム位置情報に基づく焦点距離情報とに基づいて、あおり角度を補正
するための画像シフト量を算出し、画像シフト量に合わせて画像切り出し処理を行う。制
御部２１５は、このような切り出し処理を動画のフレームごとに行うことにより、電子像
振れ補正によるあおり方向の傾き補正を行うことができる。
【００２２】
　次に、制御部２１５による傾き補正制御について説明する。操作部２１２を介して傾き
補正機能をオンにする指示がなされた場合、制御部２１５は、傾き補正処理の開始を指示
する。この傾き補正処理は、操作部２１２を介して傾き機能をオフにする指示がなされる
まで継続する。制御部２１５は、加速度計２１３の出力信号、および、角速度計２１４の
出力信号に基づいて、撮像装置１０１の傾き角度を算出する。そして画像処理部２０６は
、制御部２１５（画像切り出し設定部２１９）により設定された補正量（傾き補正量）に
基づいて画像切り出しを行い、傾き補正を行う。
【００２３】
　加速度計２１３の出力信号は、制御部２１５の角度算出部２１６に入力される。角度算
出部２１６は、加速度計２１３の出力信号に基づいて、撮像装置１０１の傾き角度を算出
する。加速度計２１３において、加速度センサは、その測定軸のＸ軸が撮像素子の水平方
向に、測定軸のＹ軸が撮像素子の垂直方向に、撮像装置１０１の光軸方向がＺ軸にそれぞ
れ向くように配置されている。角度算出部２１６は、各軸の加速度の出力信号の関係に基
づいて、矢印１０３ｐ、１０３ｙ、１０３ｒでそれぞれ示されるピッチ方向、ヨー方向、
ロール方向における撮像装置１０１の傾き角度（ピッチ角度、ヨー角度、ロール角度とし
ての絶対角度）を算出する。
【００２４】
　画像処理部２０６は、角度算出部２１６により算出された撮像装置１０１の絶対角度に
基づいて傾き補正を行うことが可能である。ただし、傾き角度を正確に算出することがで
きるのは、撮像装置１０１が静止している状態で外部からの加速度の影響を受けない場合
、すなわち加速度計２１３により検出される加速度に関して重力加速度が支配的である場
合に限られる。例えば、撮影者が撮像装置１０１を手持ちで歩行しながらの撮影、撮影者
の体の一部に撮像装置１０１を固定装着しての撮影、または、車やバイクなどの乗り物に
撮像装置１０１を取り付けての撮影などでは、重力加速度以外の加速度（振動加速度）の
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きないため、傾き角度の誤算出により逆に像ブレが悪化してしまうことがある。
【００２５】
　一方、角速度計２１４を用いて傾き角度を検出する方法が考えられる。しかし、角速度
計２１４として主に用いられるジャイロセンサは、低周波ノイズや温度変化による出力オ
フセット変動が大きい。このため、角速度計２１４の出力信号をそのまま積分処理して、
角度算出を行うことは困難である。また、角速度計２１４を振れ補正装置に用いる場合、
ＨＰＦにより低周波ノイズをカットして、高周波成分の角度ブレを補正する振れ補正を行
うが、低周波成分はカットされているため、傾き補正を行うことはできない。
【００２６】
　図４は、撮像装置１０１の角度波形（角度信号）の説明図であり、実際の撮像装置１０
１のロール角度と、加速度計２１３の出力信号に基づいて角度算出部２１６により算出さ
れたロール角度との、ある振動条件下での時系列データを示している。図４において、波
形４０１（破線）は角度算出部２１６により算出されたロール角度を示し、波形４０２（
実線）は実際の撮像装置１０１のロール角度を示している。期間４０３は、撮像装置１０
１の振動が小さい状態であり、手振れが生じないように撮影者が撮像装置１０１をしっか
り構えているような状態である。期間４０４は、撮影者が歩行ながら撮影を行っているな
ど、撮像装置１０１の振動が大きい状態である。
【００２７】
　期間４０３において、波形４０１と波形４０２との差分は大きくなく（両波形は類似し
ており）、角度算出部２１６は撮像装置１０１の絶対角度を比較的正確に算出することが
できる。一方、期間４０４において、波形４０１と波形４０２との差分は大きく（両波形
は大きく異なり）、角度算出部２１６は撮像装置１０１の絶対角度を正確に算出すること
は難しい。すなわち、振動が比較的小さい状態（期間４０３）においては、加速度計２１
３からの出力信号は重力加速度が支配的であるため、正確な角度の算出が可能である。一
方、振動が大きな状態（期間４０４）においては、加速度計２１３からの出力信号は重力
加速度に加えて振動加速度を含むため、角度を誤算出する可能性が高い。そこで本実施例
において、制御部２１５は、加速度計２１３により検出された振動ノイズを含む加速度に
基づいて算出された角度、および、角速度計２１４により検出された低周波ノイズを含む
角速度に基づいて、傾き補正用の絶対角度を算出する。
【００２８】
　次に、図５を参照して、加速度計２１３により検出された角度、および、角速度計２１
４により検出された角速度に基づいて、カルマンフィルタを用いた撮像装置１０１の振動
条件に応じた絶対角度の算出方法について説明する。図５は、制御部２１５（傾き補正装
置）のブロック図であり、水平角度算出部２１７の内部を詳細に示している。図５に示さ
れるように、水平角度算出部２１７は、振動状態解析部５０１、カルマンゲイン変更部５
０２、および、カルマンフィルタ５０３を有する。
【００２９】
　角度算出部２１６は、加速度計２１３により検出された加速度（加速度情報）に基づい
て、ロール角度を算出する。角度算出部２１６により算出されたロール角度、および、角
速度計２１４により検出されたロール角速度は、カルマンフィルタ５０３に入力される。
【００３０】
　次に、カルマンフィルタ５０３を用いた絶対角度算出方法について説明する。ここで、
状態変数をｘ＝［ａｎｇｌｅ　Ｇｙｒｏｂｉａｓ］Ｔ（ａｎｇｌｅ：絶対角度、Ｇｙｒｏ
ｂｉａｓ：角速度計２１４のオフセットバイアス成分）、カルマンフィルタ５０３による
算出のサンプリング周期をｄｔとする。また、出力ｙを角度算出部２１６から出力される
絶対角度（ロール角度）、入力ｕを角速度計２１４から出力される角速度（ロール角速度
）とする。このとき、以下の式（１）、（２）のような状態方程式で表すことができる。
【００３１】
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【数１】

【００３２】

【数２】

【００３３】
式（１）、（２）において、ｗｋはシステム雑音（角速度計２１４のノイズ）、ｖｋは観
測雑音（加速度計２１３を用いた角度算出の際のノイズであり、主に振動加速度によるノ
イズ）である。
【００３４】
　また、式（１）、（２）より、以下の式（３）～（７）で表されるように、カルマンゲ
インｇｋおよび状態推定値ｘ＾ｋが求められる。
【００３５】
　（事前予測ステップ）
【００３６】

【数３】

【００３７】
【数４】

【００３８】
　（フィルタリングステップ）
【００３９】
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【数５】

【００４０】
【数６】

【００４１】
【数７】

【００４２】
　ここで、システム雑音の分散Ｑ＝σｗ

２と観測雑音の分散Ｒ＝σｖ
２は、以下のように

設定される。システム雑音の分散Ｑの設定値は、入力端に加わるシステム雑音である角速
度計２１４のセンサノイズから設定する。観測雑音の分散Ｒは、出力信号である角度算出
部２１６の出力である角度に含まれるノイズ（加速度計２１３への振動加速度の影響によ
るノイズ）から設定する。
【００４３】
　Ｑ、Ｒの大きさに応じて、カルマンゲインｇｋは変化する。分散Ｑは、角速度計２１４
の出力ノイズによるため、ある条件に応じて変化することはなく一定値として設定される
。一方、分散Ｒは、加速度計２１３が受ける振動加速度ノイズの影響を受けるため、撮像
装置１０１の振動条件に応じて変化する。撮像装置１０１をしっかり構えて撮影する場合
や、三脚に固定しての撮影条件においては、ほとんど振動加速度は発生しないため、分散
Ｒは小さく設定されることが好ましい。一方、撮像装置１０１を撮影者が手持ちで歩行し
ながらの撮影、体の一部に撮像装置１０１を固定装着しての撮影、車やバイクなどの乗り
物に撮像装置１０１を取り付けての撮影などにおいては、振動加速度が大きいため、分散
Ｒは大きく設定されることが好ましい。しかし、振動による加速度の大きさがそれぞれ異
なることから、カルマンゲインｇｋを一定値にして振動条件によらず絶対角度を算出する
ことは困難である。
【００４４】
　そこで、振動条件に合わせたカルマンゲインｇｋを設定することができれば、簡単な構
成で撮像装置１０１の振動条件に応じた最適な絶対角度の算出が可能となる。このため、
加速度計２１３の出力と角速度計２１４の出力とを振動状態解析部５０１に入力し、各セ
ンサ情報から撮像装置の振動状態を検出する。カルマンゲイン変更部５０２は、検出され
た振動状態に応じて、振動状態ごとにカルマンゲインｇｋを変更し、変更したカルマンゲ
インｇｋをカルマンフィルタ５０３に反映させる。これにより、簡単な構成で振動状態に
合わせた最適な絶対角度算出を行うことができる。
【００４５】
　次に、振動状態解析部５０１による振動状態解析について説明する。まず、加速度計２
１３の出力信号を用いた振動状態解析方法について説明する。角度算出部２１６の出力信
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号に加わる振動ノイズは、加速度計２１３から重力加速度に加えて出力される振動加速度
の大きさに応じて決定される。そこで、加速度計２１３の出力信号から撮像装置１０１が
受ける重力以外の加速度の大きさを検出することにより、振動状態を算出する。
【００４６】
　ここで、加速度計２１３の出力信号から重力以外の加速度の影響を判定する方法の一例
について説明する。撮像装置１０１が静止している状態で外部装置からの加速度の影響を
受けない状態にある場合、加速度計２１３により検出される加速度は、重力加速度１Ｇ（
＝９．８ｍ／ｓ２）のみである。加速度計２１３は、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸のそれぞれが直交
した関係を有し、それぞれの軸において加速度を検出可能な３軸加速度センサである。こ
こで、重力加速度以外の加速度を受けない状態であれば、３軸で検出した加速度を合成し
たときの加速度は重力加速度になる。
【００４７】
　合成加速度をσ、Ｘ軸の加速度をαｘ、Ｙ軸の加速度をαｙ、Ｚ軸の加速度をαｚとす
ると、重力加速度以外の加速度を受けない状態であれば、以下の式（８）のように表わさ
れる。
【００４８】
　　合成加速度σ＝√（αｘ２＋αｙ２＋αｚ２）
　　　　　　　　＝重力加速度　　　　　　　　…　（８）
　一方、重力加速度以外に加速度の影響を受けている場合、合成加速度σ≠重力加速度と
なる。このため、重力加速度以外に撮像装置１０１に加わる加速度成分を振れ加速度βと
すると、振れ加速度βは、合成加速度から重力加速度を減算した成分により抽出可能であ
る（振れ加速度β＝合成加速度σ－重力加速度）。ここで、振れ加速度βの絶対値がある
時間範囲内で、所定閾値を超えた回数を所定閾値と比較し、所定閾値以下であれば揺れ小
さい状態、所定閾値より大きければ揺れ大きい状態と判定する方法により、振動状態を検
出することができる。また、他の方法として、振れ加速度βの信号の絶対値から移動平均
やＬＰＦなどによって生成した信号を所定閾値と比較し、所定閾値以下であれば揺れ小さ
い状態、所定閾値より大きければ揺れ大きい状態と判定する方法により、振動状態を検出
することもできる。
【００４９】
　次に、角速度計２１４の出力信号を用いた振動状態解析方法について説明する。水平角
度算出部２１７における振動状態解析部５０１による振動状態検出の際に、角速度計２１
４から出力されたロール角速度が入力される。ここで、ロール角速度には、角速度計ノイ
ズである低周波成分ノイズが含まれる。このため、ＨＰＦを通した後、絶対値変換を行う
。そして、所定時間内で絶対値変換後のロール角速度が所定閾値を超えた回数を所定閾値
と比較し、所定閾値以下であれば揺れ小さい状態、所定閾値より大きければ揺れ大きい状
態と判定する方法により、振動状態を検出することができる。また、他の方法として、絶
対値変換後のロール角速度の信号から移動平均やＬＰＦなどで生成した信号を所定閾値と
比較し、所定閾値以下であれば揺れ小さい状態、所定閾値より大きければ揺れ大きい状態
と判定する方法により、振動状態を検出することもできる。
【００５０】
　前述のように角度算出部２１６により算出されたロール角度に対しては、角速度計２１
４から出力されたロール角速度を用いて振動状態を検出する。また、あおり角度算出部２
１８によるあおり方向検出において、あおり方向がピッチ方向の場合、角速度計２１４か
らピッチ角速度を用いて振動状態を検出し、あおり方向がヨー方向の場合、角速度計２１
４からヨー角速度を用いて振動状態を検出する。または、ピッチ角速度とヨー角速度とロ
ール角速度との加算値を用いて振動状態を検出してもよい。
【００５１】
　前述の方法により、振動状態解析部５０１は、加速度計２１３の出力信号または角速度
計２１４の出力信号のいずれを用いても振動状態を検出することは可能である。ここで、
加速度計２１３の出力信号を用いた振動状態と、角速度計２１４の出力信号を用いた振動
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状態との両方の状態を用いることで、より正確な振動状態を検出することができる。すな
わち、加速度計２１３と角速度計２１４のいずれか一方の出力信号を用いて振動が大きい
と判定された場合、揺れ大きい状態と判定し、両方の振動が小さいと判定された場合、揺
れ小さい状態と判定することができる。
【００５２】
　振動状態解析部５０１により検出された振動状態は、カルマンゲイン変更部５０２に入
力され、予め振動状態に合わせてパラメータ化されたカルマンゲインが選択される。選択
されたカルマンゲインは、カルマンフィルタ５０３に入力され、カルマンフィルタ５０３
内のカルマンゲインが設定され、振動状態に合わせた絶対角度が算出されて、画像切り出
し設定部２１９へ送られる。このように、水平角度算出部２１７はロール絶対角度を算出
することができる。また、あおり角度算出部２１８に関しても、角度算出部２１６から出
力されるピッチ角度またはヨー角度、および、角速度計２１４の出力信号のピッチ角速度
、ヨー角速度から、図５を参照して説明した方法と同様に算出を行うことが可能である。
【００５３】
　次に、図６を参照して、本実施例における撮像装置１０１の傾き補正処理について説明
する。図６は、撮像装置１０１の傾き補正処理を示すフローチャートである。図６のフロ
ーは、撮像装置１０１の電源がオンで操作部２１２を介して傾き補正機能オンの指示がな
された場合に開始し、所定のサンプリング周期で繰り返される。また図６の各ステップは
、主に制御部２１５により実行される。
【００５４】
　まずステップＳ６０１において、制御部２１５は、角速度計２１４からの出力信号（角
速度計２１４により検出された角速度）を取り込む。そしてステップＳ６０２において、
制御部２１５は、加速度計２１３からの出力信号（加速度計２１３により検出された加速
度）を取り込む。続いてステップＳ６０３において、角度算出部２１６は、加速度計２１
３の３軸加速度出力値からロール角度、ピッチ角度、および、ヨー角度を算出する。
【００５５】
　続いてステップＳ６０４において、水平角度算出部２１７は、角度算出部２１６により
算出されたロール角度を第１水平角度として設定する。そしてステップＳ６０５において
、あおり角度算出部２１８は、角度算出部２１６により算出されたロール角度に基づいて
、ピッチ角度とヨー角度のいずれか一方を第１あおり角度とするかを判定する。あおり角
度算出部２１８は、その判定の結果、ピッチ角度またはヨー角度のいずれか一方を第１あ
おり角度として設定する。例えば、ロール角度が所定角度範囲内（例えば、撮像装置１０
１の正位置０度を基準として±４５度以内の角度、１３５度～１８０度の範囲の角度、ま
たは、－１３５度～－１８０度の範囲の角度）であれば、ピッチ角度を第１あおり角度と
して設定する。一方、ロール角度が所定角度範囲外であれば、ヨー角度を第１あおり角度
として設定する。
【００５６】
　続いてステップＳ６０６において、振動状態解析部５０１は、振動解析を行い、撮像装
置１０１の振動が大きい状態であるか小さい状態かを判定する。そしてステップＳ６０７
において、あおり角度算出部２１８は、ステップＳ６０５にて算出された第１あおり角度
が所定範囲（例えば、撮像装置１０１の正位置を基準として、±３０度）内であるか否か
を判定する。第１あおり角度が所定範囲内である場合、ステップＳ６０８へ進む。一方、
第１あおり角度が所定範囲外である場合、ステップＳ６１３へ進む。
【００５７】
　ステップＳ６０８において、制御部２１５は、カウンタＡをインクリメントする。そし
てステップＳ６０９において、制御部２１５は、カウンタＡが閾値Ｂ（所定の閾値）より
も大きいか否かを判定する。カウンタＡが閾値Ｂよりも大きい場合、ステップＳ６１０へ
進む。そしてステップＳ６１０において、制御部２１５はカウンタＡに閾値Ｂを設定し、
ステップＳ６１１へ進む。一方、ステップＳ６０９にてカウンタＡが閾値Ｂ以下である場
合、ステップＳ６１１へ進み、カウンタＡが閾値Ｂより大きな値にならないように処理さ
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れる。
【００５８】
　ステップＳ６１１において、ステップＳ６０６にて判定された振動状態に基づいて、制
御部２１５（振動状態解析部５０１）は、振動が小さい状態であるか否かを判定する。例
えば制御部２１５は、振動が所定量よりも小さい場合には振動が小さい状態であると判定
し、振動が所定量以上である場合には振動が大きい状態であると判定する。振動が小さい
状態である場合、ステップＳ６１２へ進む。ステップＳ６１２において、カルマンゲイン
変更部５０２は、カルマンゲインとしてＧａを設定し、ステップＳ６１７へ進む。ここで
、カルマンゲインＧａは、観測雑音の分散Ｒが小さくなるように設定されている。これは
、振動が小さい状態である場合、加速度計２１３の出力の振動ノイズが小さく、加速度計
２１３の出力から正確な水平角度を算出することができているためである。
【００５９】
　一方、ステップＳ６１１にて振動が小さい状態ではないと判定された場合、ステップＳ
６１６へ進む。ステップＳ６１６において、カルマンゲイン変更部５０２は、カルマンゲ
インとしてＧｂを設定し、ステップＳ６１７へ進む。カルマンゲインＧｂは、振動が大き
い状態のカルマンゲインとして設定される。カルマンゲインＧｂは、観測雑音の分散Ｒが
大きくなるように設定されている。振動が大きい状態である場合、加速度計２１３の出力
の振動ノイズが大きく、正確な水平角度を算出することは難しい。そこで角速度計２１４
の出力で補正する重みを大きくすることにより、カルマンフィルタ５０３を用いて信頼の
高い角度（絶対角度）を算出することができる。このように振動状態に合わせたカルマン
ゲインを設定することにより、カルマンフィルタ５０３から算出される絶対角度は、信頼
の高い角度となる。
【００６０】
　一方、ステップＳ６０７にて第１あおり角度が所定範囲外である場合、ステップＳ６１
３において、制御部２１５はカウンタＡをデクリメントし、ステップ６１４へ進む。ステ
ップＳ６１４において、制御部２１５は、カウンタＡが０よりも小さいか否かを判定する
。カウンタＡが０よりも小さい場合、ステップ６１５において、制御部２１５はカウンタ
Ａを０に設定し、ステップＳ６１６へ進む。一方、ステップＳ６１４にてカウンタＡが０
以上である場合、ステップＳ６１６へ進み、カウンタＡが０よりも小さい値にならないよ
うに処理される。そしてステップＳ６１６において、カルマンゲイン変更部５０２は、カ
ルマンゲインとしてＧｂを設定し、ステップＳ６１７へ進む。ここで、カルマンゲインＧ
ｂは、観測雑音の分散Ｒが大きくなるように設定されている。あおり傾き角度が大きい場
合、水平傾き角度を算出する際の誤差が大きくなり、正確な水平傾き補正を行うことが難
しくなるため、このような処理を行う。
【００６１】
　続いてステップＳ６１７において、制御部２１５（角度算出部２１６、水平角度算出部
２１７）は、ステップＳ６０４にて算出された第１水平角度にカウンタＡを乗算し、閾値
Ｂで除算する。これにより、Ａ／Ｂの値は、０から１の間において設定され、第１あおり
角度が所定範囲内である場合、Ａ／Ｂの値は１となり、第１水平角度の値がそのまま第１
水平角度算出目標値に設定される。また、第１あおり角度が所定範囲外に所定時間設定さ
れている場合、Ａ／Ｂの値は０になり、第１水平角度算出目標値は０に設定される。また
、あおり角度の切り替わり期間は、ステップＳ６０７～Ｓ６１７におけるカウンタＡの算
出処理により、Ａ／Ｂの値は０から１の間で設定されており、切り替わりをなめらかにつ
なげることができるようにしている。このため、あおり角度が所定値で切り替わった瞬間
から、所定時間かけて第１水平角度差出目標値を第１水平角度または０につなげることが
可能である。ステップＳ６０７～Ｓ６１７において、あおり傾き角度が大きく、正確な水
平傾き補正を行うことが難しい場合、角速度計２１４の出力の重みを大きくして角度を算
出することにより、大きな傾き角度の出力誤差を低減することができる。
【００６２】
　続いてステップＳ６１８において、制御部２１５（水平角度算出部２１７）は、カルマ
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ンフィルタ５０３を用いて第２水平角度を算出する。第２水平角度は、ステップＳ６１７
にて角度算出部２１６により算出された第１水平角度算出目標値、角速度計２１４からの
出力信号でありステップＳ６０１にて取り込まれた角速度、および、設定されたカルマン
ゲインに基づいて算出される。
【００６３】
　続いてステップＳ６１９において、制御部２１５（水平角度算出部２１７）は、第１水
平角度が所定範囲（例えば±３０度）内であるか否かを判定する。第１水平角度が所定範
囲内である場合、ステップＳ６２０へ進む。一方、第１水平角度が所定範囲外である場合
、ステップＳ６２５へ進む。
【００６４】
　ステップＳ６２０において、制御部２１５は、カウンタＣをインクリメントし、ステッ
プＳ６２１に進む。続いてステップＳ６２１において、制御部２１５は、カウンタＣが閾
値Ｄ（所定の閾値）よりも大きいか否かを判定する。カウンタＣが閾値Ｄよりも大きい場
合、ステップＳ６２２において、制御部２１５はカウンタＣに閾値Ｄを設定し、ステップ
Ｓ６２３へ進む。一方、ステップＳ６２１にてカウンタＣが閾値Ｄ以下である場合、ステ
ップＳ６２３へ進み、カウンタＣが閾値Ｄよりも大きな値にならないように処理される。
【００６５】
　ステップＳ６２３において、ステップＳ６０６にて判定された振動状態の結果に基づい
て、ステップＳ６０６にて判定された振動状態に基づいて、制御部２１５（振動状態解析
部５０１）は、振動が小さい状態であるか否かを判定する。振動が小さい状態である場合
、ステップＳ６２４へ進む。ステップＳ６２４において、カルマンゲイン変更部５０２は
、カルマンゲインとしてＧａを設定し、ステップＳ６２９へ進む。一方、ステップＳ６２
３にて振動が小さい状態ではないと判定された場合、ステップＳ６２８において、カルマ
ンゲイン変更部５０２は、カルマンゲインとしてＧｂを設定し、ステップＳ６２９へ進む
。振動状態に応じたカルマンゲインの変更による効果は、ステップＳ６１２、Ｓ６１６に
て説明した効果と同様であり、振動状態に合わせた適切な絶対角度算出を行うことができ
る。
【００６６】
　一方、ステップＳ６１９にて第１水平角度が所定範囲外である場合、ステップＳ６２５
において、制御部２１５はカウンタＣをデクリメントし、ステップ６２６へ進む。ステッ
プＳ６２６において、制御部２１５は、カウンタＣが０よりも小さいか否かを判定する。
カウンタＣが０よりも小さい場合、ステップ６２７において、制御部２１５はカウンタＣ
を０に設定し、ステップＳ６２８へ進む。一方、ステップＳ６２６にてカウンタＣが０以
上である場合、ステップＳ６２８へ進み、カウンタＣが０よりも小さい値にならないよう
に処理される。そしてステップＳ６２８において、カルマンゲイン変更部５０２は、カル
マンゲインとしてＧｂを設定し、ステップＳ６２９へ進む。これにより、ステップＳ６１
６にて説明した効果と同様に、正確なあおり角度を算出することが難しい場合において、
あおり角度の誤算出による制御性の劣化を低減することができる。
【００６７】
　ステップＳ６２９において、制御部２１５（角度算出部２１６、あおり角度算出部２１
８）は、ステップＳ６０５にて算出された第１あおり角度にカウンタＣを乗算し、閾値Ｄ
で除算する。これにより、Ｃ／Ｄの値は、０から１の間において設定され、第１水平角度
が所定範囲内である場合、Ｃ／Ｄの値は１となり、第１あおり角度の値がそのまま第１あ
おり角度算出目標値に設定される。また、第１水平角度が所定範囲外に所定時間設定され
ている場合、Ｃ／Ｄの値は０になり、第１あおり角度算出目標値は０に設定される。また
、水平角度の切り替わり期間は、ステップＳ６１９～Ｓ６２７におけるカウンタＣの算出
処理により、Ｃ／Ｄの値は０から１の間で設定されており、切り替わりをなめらかにつな
げることができるようにしている。このため、水平角度が所定値で切り替わった瞬間から
、所定時間かけて第１あおり角度差出目標値を第１あおり角度または０につなげることが
可能である。ステップＳ６１９～Ｓ６２９において、正確なあおり傾き補正を行うことが
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難しい水平角度の場合、角速度計２１４の出力の重みを大きくして角度を算出することに
より、大きな傾き角度の出力誤差を低減することができる。
【００６８】
　続いてステップＳ６３０において、制御部２１５（あおり角度算出部２１８）は、カル
マンフィルタ５０３を用いて第２あおり角度を算出する。第２あおり角度は、ステップＳ
６２９にて角度算出部２１６により算出された第１あおり角度算出目標値、角速度計２１
４からの出力信号でありステップＳ６０１にて取り込まれた角速度、および、設定された
カルマンゲインに基づいて算出される。
【００６９】
　続いてステップ６３１において、画像切り出し設定部２１９は、ステップＳ６１８にて
算出された第２水平角度、および、ステップＳ６３０にて算出された第２あおり角度に基
づいて、角度を補正するための画像切り出し領域を設定する。そして画像処理部２０６は
、画像切り出し設定部２１９により設定された画像切り出し領域に従って画像を切り出し
、角度補正を行う。これにより、図６に示される傾き補正ルーチンは終了する。角度補正
処理は、所定のサンプリング周期で行われ、算出された第１水平角度および第２あおり角
度に基づいて行われる。
【００７０】
　以上のとおり、撮像装置１０１の角度に応じて、動画のフレームごとに撮影画像に回転
処理を行って切り出し処理を行う。これにより、振動状態に左右されず、広い周波数帯域
で撮像素子の重力方向と垂直な平面に対する傾き補正を高精度に行うことができる。また
、動画撮影のみでなく静止画撮影の際においても、静止画撮影中の撮像装置の絶対角度を
算出し、求められた絶対角度に基づいて撮影画像の回転処理を行うことにより、傾き補正
を行うことが可能である。
【００７１】
　また、算出された絶対角度に基づいて、光学レンズや撮像素子をシフトさせて光学式に
補正する方法を用いて傾き補正を行うこともできる。また、撮像素子を光軸を中心とした
回転動作をさせることにより補正してもよく、光学レンズと撮像素子が一体化された鏡筒
を、絶対角度に基づいて回転させることにより補正してもよい。いずれの方法を用いても
、振動状態に左右されず、広い周波数帯域で撮像素子の重力方向と垂直な平面に対する傾
きを高精度に補正することができる。ただし、光学式に補正を行う場合、あおり方向の補
正のみで水平方法の補正を行うことはできない。また、撮像素子を光軸を中心とした回転
動作により補正する場合、水平方向の補正のみであおり方向の補正は行うことはできない
。
【００７２】
　次に、図７を参照して、本実施例におけるメカ駆動による傾き補正処理について説明す
る。図７は、撮像装置１０１ａのブロック図であり、レンズ（光学シフトレンズ）をシフ
ト駆動する機構と、撮像素子を回転駆動する機構とを有する構成を示している。
【００７３】
　水平角度算出部２１７およびあおり角度算出部２１８は、加速度計２１３および角速度
計２１４の出力信号に基づいて、水平補正角度およびあおり補正角度を算出する。このと
きの処理は、図２を参照して説明した方法と同様である。図７に示されるように、あおり
角度算出部２１８の出力信号は、補正レンズ駆動部７０１（駆動手段）に入力される。補
正レンズ駆動部７０１は、ズームユニット２０１から得られたズーム位置情報により算出
される焦点距離と、レンズ敏感度とに基づいて、あおり角度算出部２１８からの出力信号
を増幅し、シフトレンズ目標値として設定する。これは、レンズの光学情報の変化により
シフトレンズの振れ補正ストロークに対する撮像装置１０１ａの像面での振れ補正敏感度
の変化を補正するためである。補正レンズ駆動部７０１は、シフトレンズ目標値に応じて
、シフトレンズ部７０３（補正レンズ）をシフト駆動する（光軸１０２と直交する方向に
移動させる）ことにより、あおり角度補正を行う。
【００７４】
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　水平角度算出部２１７からの出力信号は、撮像素子回転駆動部７０２に入力される。撮
像素子回転駆動部７０２（駆動手段）は、水平角度算出部２１７から得られた回転目標値
に応じて、撮像素子回転部７０４を駆動することにより、水平角度補正を行う。以上の方
法により、メカ駆動による傾き補正を行うことができる。なお本実施例において、駆動手
段は、シフトレンズ部７０３と撮像部２０４（撮像素子）とが一体化した筐体を駆動する
ように構成してもよい。
【実施例２】
【００７５】
　次に、本発明の実施例２における撮像装置について説明する。実施例１では、振動状態
に応じた絶対角度算出により傾き補正を行う方法を説明した。しかし実際には、傾き補正
可能な範囲（可動範囲）は限られていることが多い。例えば、画像切り出しによる電子像
振れ補正を行う場合、予め決められた画像を切り出す割合に応じて傾き補正可能な範囲は
限定される。また、メカ機構を用いた角度補正においても、メカ機構の最大駆動可能量に
応じて補正可能範囲は限定される。
【００７６】
　このため、実施例１にて算出された絶対角度を用いて傾き補正を行った場合、可動範囲
を超えると、最大補正角度に張りついてしまうため、高周波成分の振れ補正も効かなくな
り、像揺れによる画像の乱れが目立つことがある。そこで本実施例では、限られた可動範
囲の中で、傾き補正と振れ補正（高周波の角度補正）とを適切に行うことができる方法に
ついて説明する。
【００７７】
　図８は、本実施例における撮像装置１０１ｂ（傾き補正装置）のブロック図であり、図
５を参照して説明した実施例１の撮像装置１０１と同一部分には同一符号を付している。
本実施例の撮像装置１０１ｂは、角速度計２１４の出力信号から低周波成分をカットして
積分により角度を算出した低周波除去角度と、カルマンフィルタ５０３を用いて算出され
た絶対角度とを合成して、傾き補正の可動範囲内で傾き補正と振れ補正とを行う。この点
で、本実施例の撮像装置１０１ｂは、カルマンフィルタ５０３を用いて算出した角度を画
像切り出し設定部２１９に入力し、撮影画像に回転の切り出し処理を行って傾き補正を行
う実施例１の撮像装置１０１とは異なる。
【００７８】
　角速度計２１４の出力信号は、ＨＰＦ８０１（ハイパスフィルタ）に入力される。そし
て、この信号はＨＰＦ８０１においてそのＤＣ成分がカットされた後、可動範囲制限部８
１０に入力され、設定された可動範囲内に低周波除去角度が収まるようにＨＰＦ付角速度
が信号処理される。可動範囲制限部８１０による処理については後述する。可動範囲制限
部８１０の出力信号である角速度は、積分器８０２にて積分処理され、低周波除去振れ補
正角度が算出される。カルマンフィルタ５０３から出力された絶対角度、および、積分器
８０２の出力信号は、減算器８０４に入力される。減算器８０４は、カルマンフィルタ５
０３からの絶対角度から低周波除去振れ補正角度を減算する。
【００７９】
　図９は、撮像装置１０１ｂの角度波形の説明図である。図９において、９０１はカルマ
ンフィルタ５０３から出力された絶対角度、９０２は積分器８０２から出力された低周波
除去振れ補正角度、９０３は減算器８０４の出力をそれぞれ示している。
【００８０】
　減算器８０４の出力は　±４５度変換部８０３に入力される。±４５度変換部８０３は
、減算器８０４からの入力信号を、±１８０度の角度値から±４５度の角度値に変換する
。ここでは、撮像素子が重力方向に対して垂直な方向に位置しているときの撮像装置１０
１ｂの傾きを０度（正位置）とする。そして、減算後の角度が＋４５より大きく、＋１３
５以下の場合、±４５度変換部８０３は、撮像装置１０１ｂの角度から９０度を減算する
。また、絶対角度が＋１３５度より大きく、＋１８０度以下の場合、±４５度変換部８０
３は、撮像装置１０１ｂの角度から１８０度を減算する。また、絶対角度が－４５度以下
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で－１３５度より大きい場合、±４５度変換部８０３は、撮像装置１０１ｂの角度に９０
度を加算する。また、絶対角度が－１３５度以下で－１８０度より大きい場合、±４５度
変換部８０３は、撮像装置１０１ｂの角度に１８０度を加算する。このような処理により
、撮像装置１０１ｂの角度が０度、９０度、－９０度、１８０度を中心とした±４５度範
囲の角度に変換される。
【００８１】
　これは、傾き補正を行う基準姿勢を決定するための処理である。基準姿勢は、撮像装置
１０１ｂが横位置（正位置）で構えられているか、縦位置に構えられているかにより異な
る。撮像装置１０１ｂが横位置で構えられている場合、撮像素子の左右方向軸が重力方向
と垂直となっている姿勢を基準姿勢、そのときの角度を基準角度（０度）とし、基準角度
に対して水平を保つように傾き補正を行う。撮像装置１０１ｂが縦位置で構えられている
場合、撮像素子の上下方向が重力方向と垂直になっている姿勢を基準姿勢とするため、撮
像装置１０１ｂの正位置から±９０度回転させた位置をそれぞれ基準角度（０度）として
傾き補正を行う。
【００８２】
　±４５度変換部８０３の出力信号は、可変ゲイン８０８に入力される。可変ゲイン８０
８のゲインは、０から１の間で設定されており、可変ゲイン８０８の出力信号および積分
器８０２の出力信号は、加算器８０９に入力され、ゲイン乗算後の信号（出力９０３をゲ
イン乗算した信号）と低周波除去振れ補正角度９０２とが加算される。
【００８３】
　ここで、可変ゲイン８０８のゲインが１の場合、加算器８０９の出力は、カルマンフィ
ルタ５０３の出力である絶対角度を±４５度変換した値と同じ値になる。また、可変ゲイ
ン８０８のゲインが０の場合、加算器８０９の出力は、積分器８０２の出力である低周波
除去振れ補正角度９０２と同じ値になる。可変ゲイン８０８のゲインが１から０の間の場
合、そのゲインの大きさに応じて、絶対角度と低周波除去振れ補正角度との合成比率が変
更される。加算器８０９の出力である補正角度は、画像切り出し設定部２１９に入力され
、補正角度に基づいた画像切り出しにより傾き補正が行われる。
【００８４】
　次に、可変ゲイン８０８のゲインの設定方法について説明する。±４５度変換部８０３
の出力は、絶対値変換部８０５にも入力され、絶対値に変換される。絶対値変換部８０５
の出力は、ゲインテーブル８０６に入力される。ここでゲインテーブル８０６は、例えば
、絶対値変換後角度が所定の第１角度閾値以内である場合、ゲインを１に設定する。また
ゲインテーブル８０６は、絶対値変換後角度が所定の第２角度閾値以上である場合、ゲイ
ンを０に設定する。またゲインテーブル８０６は、絶対値変換後角度が所定の第１角度閾
値と所定の第２角度閾値との間である場合、ゲインが１から０の間を線形補間するような
テーブルである。ここでは、２ポイントでテーブルを作成し、その間は線形補間するよう
にしているが、２ポイント以上のテーブルを作成することもできる。
【００８５】
　図９において、減算器８０４の出力９０３が第１角度閾値に設定された範囲９０４内に
ある場合、ゲインは１に設定される。一方、出力９０３が範囲９０４外にある場合、ゲイ
ンは１から値が小さくなり、所定の第２角度閾値以上でゲインが０に設定される。
【００８６】
　また、ゲインテーブル８０６には、振動状態解析部５０１の出力も入力されており、ゲ
インテーブル８０６は振動状態に応じて変更される。例えば、ゲインテーブル８０６の所
定の第１角度閾値の大きさを、「振動状態小時」＞「振動状態中時」＞「振動状態大時」
のように変化させる。これにより、振動が小さい場合には揺れによる像揺れが目立たない
ため、傾き補正を可動範囲内においてできるだけ大きな範囲を利用することにより、傾き
補正の補正効果を優先する。一方、振動が大きい場合、低周波の傾き補正を可動範囲内に
おいて大きな範囲を利用すると、高周波の傾き補正で可動範囲を超え、振れ補正不能によ
る像揺れが発生する可能性がある。このため、傾き補正を制限することにより、振れ補正
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の効果が得られる。
【００８７】
　ゲインテーブル８０６から出力されるゲインは、Ｇａｉｎ変更部８０７に入力される。
Ｇａｉｎ変更部８０７には、角度算出部２１６から出力されるあおり角度も同時に入力さ
れる。ここで、あおり角度が所定範囲内にある場合（例えば－３０度～＋３０度）、Ｇａ
ｉｎ変更部８０７は、角度算出部２１６により算出された水平角度が信頼の高い信号であ
ると判定し、ゲインテーブル８０６の出力であるゲインをそのまま可変ゲイン８０８へ出
力する。一方、あおり角度が所定範囲外である場合、Ｇａｉｎ変更部８０７は、角度算出
部２１６により算出された水平角度が信頼性の低い信号であると判定し、ゲインテーブル
８０６の出力であるゲインを所定時間かけて徐々に０になるように設定する。また、あお
り角度が所定範囲内に遷移すると、Ｇａｉｎ変更部８０７は、所定時間かけて徐々にゲイ
ンテーブル８０６の出力であるゲイン値に設定し直す。このように、あおり角度が所定範
囲外である場合、水平角度の誤算出による傾き補正の誤算出を回避するため、積分器８０
２の出力である低周波除去振れ補正角度信号で角度補正を行う。その結果、傾き補正の誤
作動による制御不具合を低減しつつ、振れ補正を行うことが可能となる。
【００８８】
　図１０は、撮像装置１０１ｂの角度波形の説明図であり、加算器８０９の出力である補
正角度の波形の一例を示している。１００１は加算器８０９の出力、１００２は傾き補正
の可動範囲をそれぞれ示している。
【００８９】
　加算器８０９の出力１００１は、できるだけ可動範囲１００２内に位置するように算出
され、図９の範囲９０４内の場合には可変ゲインが１に設定されるため、加算器８０９の
出力１００１と絶対角度９０１とは互いに一致する。一方、図９の範囲９０４外の場合、
可変ゲインが１より小さい値に設定される。このため、可変ゲインの大きさに応じて、図
９の絶対角度９０１と低周波除去振れ補正角度９０２との合成比率が変更され、最終的に
可動範囲１００２内に位置するように算出された補正角度（出力１００１）を求めること
ができる。
【００９０】
　本実施例の方法によれば、限られた可動範囲の中で、傾き補正の補正角度を算出するこ
とできる。このため、撮像装置１０１ｂの絶対角度が可動範囲を超えた場合でも、手ブレ
による高周波成分の振れ補正制御の性能を損なうことなく、撮像装置１０１ｂの絶対角度
が可動範囲を超えた場合においても可動範囲に近い角度では効果的に傾き補正を行うこと
ができる。
【００９１】
　次に、可動範囲制限部８１０について説明する。可動範囲制限部８１０は、ＨＰＦ８０
１の出力を入力し、ＨＰＦ付角速度が所定可動範囲内に収まるように信号処理を行い、処
理後の信号を積分器８０２へ出力する。可動範囲制限部８１０には、ＨＰＦ８０１の出力
に加えて、積分器８０２の出力である低周波除去振れ補正角度と、±４５度変換部８０３
の出力も入力される。
【００９２】
　±４５度変換部８０３の出力である絶対角度９０１が、範囲１００２を超えたとき、積
分器８０２の出力である低周波除去振れ補正角度で角度補正を行うが、低周波除去振れ補
正角度も範囲１００２内で制御する必要がある。このため、低周波除去振れ補正角度が範
囲１００２内に収まるように、可動範囲制限部８１０はＨＰＦ８０１からの出力を制限す
る。
【００９３】
　図１１は、撮像装置１０１ｂの可動範囲制限制御の説明図であり、可動範囲制限部８１
０および積分器８０２で処理される信号の時系列データを示している。図１１（ａ）中の
１１０１は、ＨＰＦ８０１の出力であるＨＰＦ付角速度である。図１１（ｂ）中の１１０
３は、ＨＰＦ付角速度１１０１を積分して角度算出した信号である。可動範囲に制限がな
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い場合、補正角度は信号１１０３のようになる。
【００９４】
　しかし、可動範囲には限りがあり、ここで防振可動範囲が図１１（ｂ）中の角度Ａ２と
角度Ｂ２との間に制限される場合、信号１１０３の可動範囲（角度Ａ２、Ｂ２）を超えて
いる期間においては、振れ補正ができない状態となる。そこで、積分器８０２の出力の角
度（の制御周期の前回サンプリング値）を用いて、可動範囲を超えそうな場合、ＨＰＦ付
角速度１１０１を減算させる信号処理を行い、減算処理後の角速度を積分する。これによ
り、防振可動範囲が図１１（ｂ）中の角度Ａ２とＢ２との間で補正角度を算出することが
可能となる。
【００９５】
　角速度減算量は、図１１（ｃ）、（ｄ）に示されるテーブルより算出される。図１１（
ｃ）において、横軸は目標角度、縦軸はゲインαである。補正角度がＡ１以下の場合、ゲ
インαは１となる。一方、補正角度がＡ２以上の場合、ゲインαは０となる。また、補正
角度がＡ１とＡ２の間の場合、ゲインαはＡ１－Ａ２間を線形補間した値となる。図１１
（ｄ）についても同様の方法でゲインβを求める。図１１（ｄ）において、横軸は補正角
度、縦軸はゲインβである。目標角度がＢ１以上の場合、ゲインαは１となる。一方、補
正角度がＢ２以下の場合、ゲインβは０となる。また、補正角度がＢ１とＢ２の間にある
場合、ゲインβはＢ１－Ｂ２間を線形補間した値となる。このように求めたゲインαおよ
びゲインβより、角速度制限ゲインを算出する。
【００９６】
　可動範囲制限部８１０から出力される可動範囲制限角速度は、以下の式（９）、（１０
）より算出され、角速度の符号によって乗算されるゲインは異なる。
【００９７】
　　角速度がプラス方向：可動範囲制限角速度＝角速度×α　…　（９）
　　角速度がマイナス方向：可動範囲制限角速度＝角速度×β　…　（１０）
　ＨＰＦ８０１の出力であるＨＰＦ付角速度１１０１の符号がプラスの場合、角速度にゲ
インαを乗算する。一方、角速度の符号がマイナスの場合、角速度にゲインβを乗算する
。
【００９８】
　図１１（ａ）中の１１０２は、可動範囲制限部８１０から出力される、可動範囲制限角
速度である。図１１（ｂ）中の１１０４は、可動範囲制限角速度１１０２を積分して角度
算出した信号であり、可動範囲（角度Ａ２とＢ２）の間で補正角度が算出されている。前
述の方法により、制限された可動範囲内に収まるように振れ補正制御を行うことが可能で
ある。
【００９９】
　可動範囲制限部８１０には、積分器８０２の出力値だけでなく、±４５度変換部８０３
の出力も入力されている。ここで、±４５度変換部８０３の出力が、プラスの可動範囲（
例えば＋５度）以上かつ所定の閾値Ｐ（例えば＋２０度）以下にある場合、低周波除去振
れ補正角度がプラス側に遷移し難いように制限することが好ましい。このため、図１１（
ｂ）中の閾値である角度Ｂ１、Ｂ２を通常より大きい値に変更する。また、±４５度変換
部８０３の出力が、マイナスの可動範囲（例えば－５度）以下かつ所定の閾値Ｍ（例えば
－２０度）以上にある場合、低周波除去振れ補正角度がマイナス側に遷移し難いように制
限することが好ましい。このため、閾値である角度Ａ１、Ａ２を通常より小さい値に変更
する。また、±４５度変換部８０３の出力が、可動範囲（±５度）以内、閾値Ｐよりも大
きい、または、閾値Ｍより小さい場合、閾値である角度Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２は通常の
閾値に設定する。
【０１００】
　次に、図１２および図１３を参照して、絶対角度に基づく低周波除去振れ補正角度の可
動範囲制限処理の効果について説明する。図１２は、撮像装置１０１ｂの角速度波形の説
明図である。図１２において、１２０１は、撮像装置１０１ｂの角速度である。１２０２
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は、ＨＰＦ８０１の出力であるＨＰＦ付角速度である。１２０３は、可動範囲制限部８１
０の出力である可動範囲制限角速度である。期間１２０４において、撮像装置１０１ｂの
角度が大きく変化している。図１３は、撮像装置１０１ｂの角度波形の説明図である。図
１３において、１３０１は撮像装置１０１ｂの角度である。１３０２は、ＨＰＦ８０１の
出力であるＨＰＦ付角速度１２０２をそのまま積分処理した場合の信号である。１３０３
は、可動範囲制限角速度１２０３を積分処理した信号である。
【０１０１】
　期間１２０４における撮像装置１０１ｂの角度変化動作の影響により、期間１２０４の
前後において撮像装置１０１ｂの角度は大きく異なる。積分器８０２の出力である補正角
度は、比較的高周波成分の角度を補正する振れ補正制御用信号であるため、できるだけ中
心付近で制御されることが好ましい。しかし、可動範囲制限を行わない場合の信号１３０
２は、期間１３０４において、撮像装置１０１ｂの角度１３０１とは符号が逆向きの角度
として出力されている。これは、ＨＰＦ８０１の影響である。大きな揺れが生じた場合、
大きな振幅の低周波成分も減衰され、その影響で大きな角度変化終了時には、実際の角度
方向とは逆方向の信号（揺り戻し）が生じる。その後、この信号は、ゆっくりとゼロに収
束していくが、この信号に基づいて補正を行った場合、実際の撮像装置１０１ｂの振れと
は逆方向の信号に基づいて補正量を算出するため、高精度な補正が難しい。このように、
振れ補正角度が期間１３０４のように中心付近でなく、角度１３０１（絶対角度）と逆符
号の向きで算出されると、信号１３０２（振れ補正角度）と傾き補正角度とを合成した場
合、期間１３０４における角度変化が合成角度に現れる可能性がある。この場合、補正が
正しく行わないばかりか、揺り戻しにより、逆に像揺れが発生する。
【０１０２】
　可動範囲制限部８１０は、大きな角度変化があって±４５度変換部８０３の出力が所定
範囲にある場合、角度閾値（角度Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２）を変更する。絶対角度と低周
波除去振れ補正角度との差分が所定範囲でプラス側に位置する場合、角度閾値（角度Ｂ１
、Ｂ２）を大きく設定し、低周波除去振れ補正角度がマイナス側に遷移しにくくする。ま
た、絶対角度と低周波除去振れ補正角度との差分が所定範囲でマイナス側に位置する場合
、角度閾値（角度Ａ１、Ｂ１）を小さく設定し、低周波除去振れ補正角度がプラス側に遷
移しにくくする。これにより、可動範囲制限を用いた補正角度は、信号１３０３のように
中心付近でもしくは絶対角度の符号の方向で求められることが可能になる。このため、絶
対角度と低周波除去振れ補正角度の信号を合成した場合、傾き角度が可動範囲を超えても
、補正角度が可動範囲近傍でできるだけ傾き補正効果がでるように補正することにより、
傾き補正と振れ補正とを適切に行うことができる。
【０１０３】
　本実施例では、角度Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２（閾値）を変更するための可動範囲制限部
８１０への入力信号として、カルマンフィルタ５０３の出力（絶対角度）から積分器８０
２の出力（低周波除去振れ補正角度）を減算した後、±４５度変換した信号を用いる。た
だし本実施例は、これに限定されるものではなく、カルマンフィルタ５０３からの信号を
そのまま用いることができ、または、カルマンフィルタ５０３からの信号をＬＰＦなどで
高周波成分をカットした信号を用いてもよい。
【０１０４】
　以上のように、本実施例の撮像装置１０１ｂは、絶対角度の大きさに基づいて、可動範
囲を制限した低周波除去振れ補正角度を算出し、絶対角度と低周波除去振れ補正角度を合
成し、傾き補正を行う。これにより、絶対角度が可動範囲を超える条件でも、高周波の手
ブレ成分を補正しつつ、傾き補正は可動範囲近くでできるだけ補正効果がでるように補正
できる。このため、傾き補正と振れ補正とを適切に行うことが可能となる。
【０１０５】
　図８に示される撮像装置１０１ｂの制御ブロックでは、カルマンフィルタ５０３からの
出力である絶対角度から積分器８０２の出力である低周波除去振れ補正角度を減算した信
号に基づいて可変ゲインを設定する。そして、絶対角度、低周波除去振れ補正角度、およ
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び、可変ゲインに基づいて補正角度を算出する。ただし、本実施例はこれに限定されるも
のではなく、カルマンフィルタ５０３からの出力である絶対角度に基づいて可変ゲインを
設定し、補正角度を算出してもよい。
【０１０６】
　図１４を参照して、絶対角度に基づいて可変ゲインを設定し、絶対角度、低周波除去振
れ補正角度、および、可変ゲインに基づいて補正角度を算出する方法について説明する。
図１４は、本実施例における撮像装置１０１ｃのブロック図であり、図８を参照して説明
した撮像装置１０１ｂと同一部分には同一符号を付している。
【０１０７】
　図１４の制御ブロックにおいて、可変ゲインの算出はカルマンフィルタ５０３の出力で
ある絶対角度と積分器８０２の出力である低周波除去振れ補正角度との差分値から算出す
るのではなく、カルマンフィルタ５０３出力の絶対角度から算出される。カルマンフィル
タ５０３の出力の絶対角度は、ＬＰＦ１４０１に入力されて信号の高周波成分をカットし
た後、±４５度変換部８０３に入力される。そして、図８に示される±４５度変換部８０
３、絶対値変換部８０５、ゲインテーブル８０６、Ｇａｉｎ変更部８０７を用いた方法と
同様に、可変ゲインが算出される。
【０１０８】
　また、カルマンフィルタ５０３の出力は、±４５度変換部１４０２にも入力され、±４
５度変換部８０３と同様に、±１８０度から±４５度の信号に変換される。±４５度変換
部１４０２の出力は、可変ゲイン１４０３に入力され、Ｇａｉｎ変更部８０７により算出
された可変ゲインを乗算する。また、積分器８０２の出力である低周波除去振れ補正角度
は、可変ゲイン１４０４に入力され、１からＧａｉｎ変更部８０７で算出された可変ゲイ
ンを減算した値で乗算される。可変ゲイン１４０３および可変ゲイン１４０４は、加算器
１４０５に入力され、可変ゲインにより設定された合成比率に基づいて絶対角度と低周波
除去振れ補正角度とを合成することにより、補正角度を算出する。そして、画像切り出し
設定部２１９は、補正角度に基づいた画像切り出しにより傾き補正を行う。
【０１０９】
　撮像装置１０１ｃにおいても、図８を参照して説明した撮像装置１０１ｂと同等の補正
角度を算出することができ、限られた可動範囲の中で、傾き補正の補正角度を算出するこ
とが可能である。このため、撮像装置１０１ｃの絶対角度が可動範囲を超えた場合でも、
手ブレによる高周波成分の振れ補正制御の性能を損なうことない。また、撮像装置１０１
ｃの絶対角度が可動範囲を超えた場合でも、可動範囲に近い角度では効果的に傾き補正を
行うことができる。
【０１１０】
　以上のとおり、各実施例において、制御装置（制御部２１５）は、第１角度算出手段（
角度算出部２１６）、解析手段（振動状態解析部５０１）、第２角度算出手段（水平角度
算出部２１７、あおり角度算出部２１８）、および、補正手段を有する。第１角度算出手
段は、加速度検出手段（加速度計２１３）により検出された加速度に基づいて第１角度（
第１水平角度、第１あおり角度）を算出する。解析手段は、加速度または角速度検出手段
（角速度計２１４）により検出された角速度の少なくとも一つに基づいて振動状態を解析
する。第２角度算出手段は、角速度、第１角度、および、振動状態に基づいて、第２角度
（第２水平角度、第２あおり角度）を算出する。補正手段（画像切り出し設定部２１９、
画像処理部２０６、補正レンズ駆動部７０１、撮像素子回転駆動部７０２）は、第２角度
に基づいて傾き補正を行う。
【０１１１】
　好ましくは、第２角度算出手段は、振動状態に応じて角速度と第１角度との相対的な重
みを変更して、第２角度を算出する。更に好ましくは、第２角度算出手段は、振動状態が
、振動が所定量以上であることを示す場合、角速度の重みを大きくする（Ｓ６１１、Ｓ６
１６、Ｓ６２３、Ｓ６２８）。また第２角度算出手段は、振動状態が、振動が所定量より
も小さいことを示す場合、第１角度の重みを大きくする（Ｓ６１１、Ｓ６１２、Ｓ６２３
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【０１１２】
　好ましくは、第１角度算出手段は、第１角度として、あおり角度（第１あおり角度）を
算出する。そして第２角度算出手段は、あおり角度に基づいて、第２角度としての水平角
度（第２水平角度）を算出する。また好ましくは、第１角度算出手段は、第１角度として
、水平角度（第１水平角度）を算出する。そして第２角度算出手段は、水平角度に基づい
て、第２角度としてのあおり角度（第２あおり角度）を算出する。
【０１１３】
　好ましくは、第２角度算出手段は、カルマンゲインを変更可能なカルマンフィルタ５０
３を用いて、第２角度を算出する。また好ましくは、補正手段は、第２角度に基づいて画
像の傾き補正量（被写体像のズレ量、回転補正量）を設定する設定手段（画像切り出し設
定部２１９）を有する。より好ましくは、補正手段は、傾き補正量に基づいて画像切り出
しを行うことにより傾き補正を行う画像処理手段（画像処理部２０６）を有する。好まし
くは、補正手段は、第２角度に基づいて撮像手段（撮像部２０４）、レンズ（シフトレン
ズ部７０３）、または、レンズと撮像素子とが一体化した筐体の少なくとも一つを駆動す
る駆動手段（補正レンズ駆動部７０１、撮像素子回転駆動部７０２）を有する。
【０１１４】
　好ましくは、制御装置は、第３角度算出手段（ＨＰＦ８０１、可動範囲制限部８１０、
積分器８０２）、および、補正角度算出手段（ゲインテーブル８０６、Ｇａｉｎ変更部８
０７、可変ゲイン８０８、加算器８０９、１４０５）を有する。第３角度算出手段は、角
速度検出手段により検出された角速度から低周波成分を除去して第３角度を算出する。補
正角度算出手段は、第２角度および第３角度に基づいて補正角度を算出する。補正手段は
、補正角度に基づいて傾き補正を行う。より好ましくは、補正角度算出手段は、第２角度
から前記第３角度を減算した信号に基づいて、または、第２角度に基づいて、ゲインを変
更するゲイン変更手段（Ｇａｉｎ変更部８０７）を有する。そして補正角度算出手段は、
第２角度、第３角度、および、ゲインに基づいて、補正角度を算出する。より好ましくは
、ゲイン変更手段は、更に第１角度（第１あおり角度または第１水平角度）に基づいてゲ
インを変更する。また好ましくは、第３角度算出手段は、第２角度に基づいて第３角度の
範囲を制限する制限手段（可動範囲制限部８１０）を有する。また好ましくは、制御装置
は、補正角度に基づいて画像の傾き補正量を設定する設定手段（画像切り出し設定部２１
９）を更に有する。
【０１１５】
　好ましくは、補正角度算出手段は、第２角度としてのあおり角度に基づいてゲインを変
更するゲイン変更手段を有し、あおり角度、第３角度、および、ゲインに基づいて、補正
角度としての水平補正角度を算出する。また好ましくは、補正角度算出手段は、第２角度
としての水平角度に基づいてゲインを変更するゲイン変更手段を有し、水平角度、第３角
度、および、ゲインに基づいて、補正角度としてのあおり補正角度を算出する。
【０１１６】
　（その他の実施例）
　本発明は、上述の実施形態の１以上の機能を実現するプログラムを、ネットワーク又は
記憶媒体を介してシステム又は装置に供給し、そのシステム又は装置のコンピュータにお
ける１つ以上のプロセッサーがプログラムを読出し実行する処理でも実現可能である。ま
た、１以上の機能を実現する回路（例えば、ＡＳＩＣ）によっても実現可能である。
【０１１７】
　各実施例の撮像装置によれば、振動が大きな条件においても、広い周波数帯域で撮像装
置の絶対角度を算出し、得られた絶対角度に基づいて傾き補正を行うことができる。この
ため各実施例の撮像装置によれば、撮像装置の振動状態に左右されず、広い周波数帯域で
撮像素子の重力方向と垂直な平面に対する傾きを高精度に補正することができる。従って
、各実施例によれば、振動が大きい場合でも高精度に傾き補正が可能な制御装置、撮像装
置、制御方法、プログラム、および、記憶媒体を提供することができる。
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【０１１８】
　以上、本発明の好ましい実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限
定されず、その要旨の範囲内で種々の変形及び変更が可能である。
【０１１９】
　例えば、各実施例は、デジタル一眼レフやデジタルコンパクトカメラ、デジタルビデオ
カメラの傾き補正装置に限らず、監視カメラ、Ｗｅｂカメラ、携帯電話などの撮像装置に
も適用可能である。
【符号の説明】
【０１２０】
２０６　画像処理部（補正手段）
２１５　制御部（制御装置）
２１６　角度算出部（第１角度算出手段）
２１７　水平角度算出部（第２角度算出手段）
２１８　あおり角度算出部（第２角度算出手段）
２１９　画像切り出し設定部（補正手段）
５０１　振動状態解析部（解析手段）

【図１】 【図２】
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